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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 (千円) 1,594,016 1,424,635 1,600,796 1,503,125 1,582,036

経常利益 (千円) 147,675 128,612 154,846 219,346 162,622

当期純利益 (千円) 74,803 57,066 74,616 134,116 102,027

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 201,600 201,600 201,600 201,600 201,600

発行済株式総数 (株) 4,032,000 4,032,000 4,032,000 4,032,000 4,032,000

純資産額 (千円) 1,566,781 1,591,605 1,650,127 1,767,943 1,884,468

総資産額 (千円) 2,941,587 2,747,195 2,775,892 2,908,413 2,996,183

１株当たり純資産額 (円) 390.62 396.96 411.64 441.13 470.23

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

7.00 5.00 5.00 5.00 6.00
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 18.65 14.23 18.61 33.46 25.46

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 53.3 57.9 59.4 60.8 62.9

自己資本利益率 (％) 4.9 3.6 4.6 7.8 5.6

株価収益率 (倍) 20.38 20.10 12.36 9.03 14.73

配当性向 (％) 37.5 35.1 26.9 14.9 23.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △20,610 252,906 143,674 244,583 216,676

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △20,255 15,747 △15,991 △71,891 △71,924

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 69,294 △182,615 △101,159 △5,187 △24,452

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 319,496 405,534 432,057 599,562 719,861

従業員数
〔外、平均臨時
雇用人員〕

(人)
75 75 75 75 77

〔24〕 〔23〕 〔28〕 〔23〕 〔22〕
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(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員数を記載しております。

３　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記

載しておりません。

４　当社は持分法を適用した場合の投資利益について関連会社がないため、記載しておりません。

５　当社は潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を記載しておりません。
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２ 【沿革】

明治39年６月 創業者細谷喜一が警視庁の許可を受け煙火の製造販売を開始

昭和15年７月 二代目社長細谷政夫が事業の一切を継承し、工場設備の拡充に着手

昭和17年７月 東京陸軍造兵廠監督工場として、各種火工品の製造に従事

昭和21年１月 細谷物産株式会社を設立し、煙火類の製造を再開

昭和24年11月 GHQ科学経済局の許可を受け、産業用火工品等の製造販売を開始

昭和24年12月 細谷煙火工業株式会社に商号を変更

昭和26年５月 細谷煙火工業株式会社を発展的解散をした後、ホソヤ煙火化学工業株式会社を設立（資本

金400万円）

昭和29年１月 細谷火工株式会社に商号を変更

昭和37年６月 武器・火工品製造設備増強のため増資（資本金4,200万円）

昭和38年６月 資本金5,040万円に増資

日本証券業協会東京地区協会の店頭登録銘柄として登録

昭和40年３月 第三種爆発物武器製造事業許可

昭和42年１月 電気信管の武器製造事業許可

昭和45年６月 機械信管の武器製造事業許可

昭和47年３月 資本金１億80万円に増資

昭和48年３月 自動車用緊急保安炎筒に対するJIS規格認定工場

昭和50年12月 資本金２億160万円に増資

平成６年５月 現在地に本社移転

平成13年４月 ＩＳＯ9001認定取得(ＢＳＫ)

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ

市場）に株式を上場

平成22年10月 大阪証券取引所ヘラクレス市場、同取引所ＪＡＳＤＡＱ市場及び同取引所ＮＥＯ市場の各

市場の統合に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に株式を上場

平成25年７月 株式会社大阪証券取引所と株式会社東京証券取引所グループの合併に伴い、株式会社東京

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に株式を上場
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３ 【事業の内容】

当社は、火工品事業及び賃貸事業を営んでおります。なお、以下に示す区分は、セグメントと同一の区分でありま

す。

(火工品事業)

当社は火工品を製造し、製品の大部分を外部顧客に販売しております。

株式会社ホソヤエンタープライズは、主要株主（個人）及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社とし

ての関連当事者であります。

株式会社ホソヤエンタープライズには、主に原材料を供給して外注加工を発注し、半製品を購入しておりますが、

重要な取引ではありません。

(賃貸事業)

当社は、大型商業店舗、大型実験棟や火薬庫の施設を賃貸しております。

火薬庫の一部について、株式会社ホソヤエンタープライズに賃貸しております。

 

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

(平成26年３月31日現在)

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

77　［22］ 47.0 12.5 4,496,288
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

火工品事業 67［21］

賃貸事業 １［―］

全社（共通） ９［１］

合計 77［22］
 

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　臨時従業員は、パートタイマーのみとし、嘱託契約の従業員及び季節工は含んでおりません。

４　賃貸事業には、主に管理部門の従業員が従事しております。

５　全社（共通）は、総務及び経理の管理部門の従業員であります。

 

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりません。

労使関係につき特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和等の効果と米国景気の緩やかな増加拡大傾

向を受けて、企業収益に改善が見られるなど全体的に景気回復過程への方向性は認められるものの、いまだ楽観的

な見通しはできない状況であります。　

火工品業界においては依然景気低迷が続いており、需要の拡大が望めない状況であります。

このような環境の下、当社は主力の火工品事業において、特に陸上自衛隊向けの訓練用火工品受注増と共に、大

手企業数社からの民間向け火工品の受注が好調だったことや、賃貸事業においても新規賃貸料による増となった結

果、売上高は期初の計画を上回る業績となりました。

一方、当期の経費は、賃上げとして一時金の支給、工場設備の老朽化に伴う保全修理費用、新製品開発のための

研究開発費用、排水処理施設の設置などにより大きく増加したことによって、利益面においては前期を下回る結果

となりました。

以上の結果、当事業年度の売上高は1,582百万円（前期比5.2％増）、営業利益165百万円（前期比26.8％減）、

経常利益162百万円（前期比25.9％減）、当期純利益102百万円（前期比23.9％減）となりました。

セグメントの業績を示すと、以下のとおりであります。

①　火工品事業

　当期の火工品事業は、官公庁向け火工品売上が前期とほぼ同額であったのに対し、民間向け火工品売上が増

加し、1,432百万円（前期比5.0％増）となり、増収となりました。

　　セグメント利益は、113百万円と前期と比べ58百万円（34.0％減）減少しました。

②　賃貸事業

　当期の賃貸事業は、賃貸先が増加したことにより、賃貸売上高は149百万円（前期比7.8％増）となり、増収

となりました。

　　セグメント利益は、86百万円と前期と比べ2百万円（3.0％増）増加しました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フローで216

百万円の資金流入、投資活動によるキャッシュ・フローで71百万円の資金流出、財務活動によるキャッシュ・フ

ローで24百万円の資金流出となりました。その結果、前期と比べ120百万円増加して、719百万円になりました。

（営業活動によるキャッシュ・フローの状況）

当事業年度における営業活動による資金は、税引前当期純利益162百万円、減価償却費65百万円、売上債権の減

少額35百万円、たな卸資産の減少額50百万円などの資金流入に対して、法人税等の支払額92百万円などの資金流

出により、216百万円の資金流入となりました。資金は、前期と比べ27百万円減少しました。

（投資活動によるキャッシュ・フローの状況）

当事業年度における投資活動による資金は、有形固定資産の取得66百万円などの資金流出により、71百万円の

資金流出となりました。資金は、前期とほぼ同額となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フローの状況）

当事業年度における財務活動による資金は、借入金による資金の増加570百万円がありましたが、借入金の返済

542百万円、配当金の支払20百万円、長期預り金の建設協力金の返還30百万円などにより、24百万円の資金流出と

なりました。資金は、前期と比べ19百万円減少しました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当事業年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 生産高(千円) 前期比(％)

火工品事業 1,407,063 △0.8

合計 1,407,063 △0.8
 

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３ 賃貸事業は、生産実績がありませんので記載しておりません。

 

(2) 受注実績

当事業年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％)

火工品事業 1,433,159 △9.5 847,267 0.1

合計 1,433,159 △9.5 847,267 0.1
 

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　賃貸事業は、受注実績がありませんので記載しておりません。

 

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前期比(％)

火工品事業 1,432,298 5.0

賃貸事業 149,738 7.8

合計 1,582,036 5.2
 

(注) １　最近２事業年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

 

相手先

前事業年度 当事業年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

防衛省 723,233 48.1 725,838 45.9

ミネベア㈱ 219,782 14.6 278,387 17.6
 

 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

近年、火工品事業を取り巻く経営環境は、国内経済の景気動向にも関連しますが、当社の主要顧客である官公庁の

予算額は未だ横ばいで、回復の兆しは見えるものの、厳しい状況であります。

そこで当社は、事業を推進させていくうえで、以下の４点を特に重要課題として取り組んでまいります。

① 新製品の開発

従来からの火薬を素材の中心とした火工品開発に加え、火薬にとらわれない製品の開発にも目を向けることで新

技術にも挑戦し、新規開発品の早期製品化に向けて開発を専門とする研究開発室を新たに設けました。

② 人材の育成、能力活用

当社の教育計画は、各階層別のマネジメント教育と技能教育の２本立てを基本に実践的な教育を実施するととも

に、マネジメント教育では外部講師を招き選抜した中堅社員各自に課題を与え経営的思考と解決力を磨かせ、将来

会社を担う人材育成に努力しております。

③ 品質管理の徹底と製造原価の継続的な低減

当社は、全ての製品において品質管理の徹底と原価低減を追求し、経済環境に対応し得る生産管理体制を目指し

てまいります。

④インフラ整備の推進

本社・工場及び火薬庫のある菅生地区の再整備に向けた準備、草花地区の再開発に向けた構想を検討しておりま

す。

４ 【事業等のリスク】

当社の経営成績、財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスク及び変動要因は、以下に記載するとおりでありま

す。当社では、これらのリスクの存在を認識したうえで、当該リスクの発生に伴う影響を極力回避するための努力を

継続してまいります。

① 取扱製品の特殊性について

当社の主な製品は、救命、救難及び訓練等に用いられる防衛省向け火工品が中心で、その製品に使用される量は

少量ですが火薬及び爆薬を原材料として扱っております。

　火薬工場は火薬類取締法によって厳しく管理され、事故防止等保安対策には万全を期しておりますが、火薬事故

が起きると工場の一時稼動停止の可能性も考えられ、経営上の最大のリスクと捉え品質及び安全管理の徹底を最も

重要視しております。

② 特定取引先への取引の高い依存度について

当社製品の販売先は、官公庁が主要な取引先のため、特定取引先の依存度が高く、予算変動により受注量に差が

出るため売上高に影響が出ます。このリスクに対し民間向け火工品の販売拡大を目指し、安定的な売上高を得られ

るよう営業努力してまいります。

③ 製品納期の高い集中度について

当社の受注は、防衛省をはじめとする官公庁が多く、製品の納期は第４四半期に集中する傾向にあります。売上

高やそれに伴う収益状況も下期に偏りがちな状況であります。

こうした状況から年間を通じて受注の平準化による労働力の有効活用や資金運用を含めた経営効率の改善を図

り、リスク解消に努めてまいります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

(火工品事業)

当社は、「高エネルギー物質の利用を通して広く社会に貢献する」ことを目標に、研究開発に取り組んでおりま

す。

当事業年度の研究開発の主要課題、目的及び研究成果は次のとおりであります。

（1）高エネルギー物質の合成に関する研究開発

高エネルギー物質は多種存在しますが、更なる高性能化や安全性の向上を図り、将来的に自社製品や新たな分

野への適応を目指して、新規高エネルギー物質に関する基礎的な研究を継続して実施しています。新規高エネル

ギー物質の合成方法や分析方法については、各研究機関や大学等と連携して研究を行っております。

これまでに日本国内では合成実績のほとんどない高エネルギー物質の合成に着手し、合成実験を重ねることで

成果をあげております。

（2）新規液体推進薬の研究

これまで継続的に研究を実施してきた高エネルギー物質の一つである硝酸ヒドロキシルアンモニウム（ＨＡ

Ｎ：Hydroxyl Ammonium Nitrate）は、将来の推進システム開発分野において盛んに研究開発が進められている

グリーンプロペラント（低毒性推進薬）の一つであり、研究機関や各企業で実用化に向けた研究開発を行ってお

ります。

現在は主にＨＡＮを基材とするさまざまな組成の推進薬の安全性評価を進めて安全性の確認や量産設備の設

計・検討を行っており、近い将来、人工衛星用の推進薬として実用化するための研究開発を継続して行っており

ます。

（3）安全性評価の系統的研究

高エネルギー物質は、非常に感度が鋭感なものから鈍感なものまであり、合わせて色々な条件において多種多

様な性能等を有しています。新製品の研究開発はもとより、現有製品の改良や不具合等の対策及び未然防止のた

めに、当社で使用している様々な原材料評価を実施し、データベースの構築を継続的に行っております。

（4）民間向け各種火工品の開発

当社がこれまで培った「花火の技術」を生かし、「煙」、「音」、「光」を利用した様々な火工品の開発を

行っております。民間向けの代表的な製品は以下のとおりです。

海洋レジャーなどで使用できる耐水型のダイバー用発煙筒などを開発し、商品化を致しました。この製品は火

薬類取締法上の「火薬類」にあたらない非火薬製品とすることで、一般の方々にも使用していただくことが可能

になりました。更なる改良を行いながら市場への普及に努めてまいります。

これまで長年製造、販売してきた発煙ゴルフボールをお客様のニーズに合わせ「多色化」しました。更に打感

を良くするため材質変更などの改良を行い、お客様の満足度を向上すべく開発を継続しております。

全国の空港などで使用して頂いている「バードストライク対策用火工品」の製品バリエーションを増やし、お

客様の様々なニーズに合わせた製品の開発を行っております。
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(賃貸事業)

賃貸事業につきましては、研究開発活動を行っておりません。

(当事業年度の研究開発)

当事業年度の研究開発費の総額は12,870千円であります。

そのすべては火工品事業の研究開発のための費用であります。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）財政状態の分析

（流動資産）

当事業年度末における流動資産の残高は1,282百万円で、前期に比べ27百万円増加となりました。主な要因

は、年度末に売掛債権回収による預金の増加などによるものです。

（固定資産）

当事業年度末における固定資産の残高は1,713百万円で、前期に比べ60百万円増加しました。これは有形固定

資産で20百万円、株価高による投資有価証券で54百万円の増加、繰延税金資産16百万円減少などによるもので

す。

（流動負債）

当事業年度末における流動負債の残高は810百万円で、前期に比べ2百万円増加しました。主な要因は、短期借

入金50百万円の増加などに対して、買掛金7百万円減少、未払法人税等32百万円及び未払消費税等6百万円減少な

どによるものです。

（固定負債）

当事業年度末における固定負債の残高は301百万円で、前期に比べ31百万円減少しました。主な要因は、長期

借入金11百万円、長期預り金の建設協力金30百万円の減少などによるものです。

（純資産）

当事業年度末における純資産の残高は1,884百万円で、前期に比べ116百万円増加しました。これは利益剰余金

81百万円増加などによるものです。この結果、当事業年度末の自己資本比率は前期と比べ2.1％増加し62.9％に

なりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況の分析

当社の資金状況は、「１．業績等の概要（2）キャッシュ・フローの状況」に記載した通りです。
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（3）経営成績の分析

（売上高）

当事業年度の売上高は、1,582百万円（前期比5.2％増）となりました。売上高が増加した要因は、火工品事業

において民間向け火工品が計画を上回る受注数量を得たことや賃貸事業において賃貸先が増加したことにより、

前期を超える売上高となりました。

（売上総利益）

当事業年度の売上総利益は、売上高が好調だった結果、従業員の賃上げとして期末に一時金を支給したこと

や、老朽化した建物を含む設備の保全修理費用に充てたため前年度とほぼ同額の457百万円となりました。

（販売費及び一般管理費）

当事業年度における販売費及び一般管理費は、人件費の増加や新製品開発のための研究開発費の増加などによ

り291百万円となり、前期より61百万円増加となりました。

（営業利益）

当事業年度における営業利益は165百万円となり、前期より60百万円減少しました。これは人件費の増加、研

究開発費の増加、老朽化施設等の修繕費支出により増収減益となりました。

（経常利益）

当事業年度における経常利益は162百万円となり、前期より56百万円減少しました。これは人件費、研究開発

費及び修繕費による増加が主な要因となりました。

（当期純利益）

税引前当期純利益は162百万円（前期に比べ56百万円減少）となり、税効果会計適用後の法人税等の負担額は

60百万円（前期に比べ24百万円減少）となりました。その結果、当事業年度における当期純利益は102百万円

（前期に比べ32百万円減少）となりました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

　当事業年度におきましては、本社工場の火工品生産に必要な機械装置及び工具、器具、備品に対する設備投資に32

百万円、賃貸用の土地及び建物の取得22百万円、水質汚濁防止法改正に伴う排水処理施設工事着手による18百万円の

設備投資を行い、その総額は84百万円であります。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

(平成26年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社工場
(東京都
あきる野市)
       
      (注)１

火工品事業

火工品
生産設備
その他

158,990 37,218
751,384　
(223,877)　
［1,201］

26,149 973,744 60[21 ]

東京営業所
(東京都
新宿区)
 
　　  (注)１

その他の
設備

132 ― ― 770 903 ７[―]

本社
(東京都
あきる野
市）　
       
     (注)１

賃貸事業
商業施設
ほか

215,789 1,962
288,680
(15,814)
[9,769]

3,767 510,200 １[―]

― 本社機能 6,714 1,519
127 　　
(242)

2,237 10,599 ９[１]

 

(注) １　土地及び建物の一部を賃借しており、年間賃借料は9,877千円であります。賃借している土地の面積につい

ては、［　］で外書しております。

２　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品及びリース資産の合計であります。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　従業員数の［　］は、臨時従業員数を外書しております。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(１)重要な設備の新設等

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月総額

(千円)
既支払額
(千円)

本社工場
(東京都
あきる野市)

火工品事業
排水設備
一式

30,000 18,000 自己資金
平成25年
12月

平成26年
９月

 

　（注）１　水質汚濁防止法改正に伴う、施設及び設備の新設であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　この設備の新設による生産能力の変更はありません。

 

(２)重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,064,000

計 8,064,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在発行数

(株)
(平成26年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

 
内容

普通株式 4,032,000 4,032,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は1,000
株であります。

計 4,032,000 4,032,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

昭和50年12月１日(注) 2,016,000 4,032,000 100,800 201,600 18,121 18,121
 

(注)　株主割当　　有償(１：0.9)

発行価格　　50円

資本組入額　50円

第三者割当　有償

発行価格　　82円

資本組入額　50円
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(6) 【所有者別状況】

平成26年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― ５ ８ 17 ３ ― 351 384 ―

所有株式数
(単元)

― 378 144 408　　　　　　　 14 ― 3,059 4,003 29,000

所有株式数
の割合(％)

― 9.4 3.6 10.2 0.3 ― 76.4 100 ―
 

(注)　自己株式24,421株は、「個人その他」に24単元、「単元未満株式の状況」に421株含まれております。

なお、自己株式は株主名簿記載上の株式数であり、かつ、期末日現在の実質的な所有株式数であります。

 

(7) 【大株主の状況】

平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

細　谷　文　夫 東京都あきる野市 1,001 24.8

浅　原　　　勝 兵庫県三田市 272 6.7

細谷火工共栄会 東京都あきる野市菅生1847 252 6.3

志　村　　　実 東京都青梅市 175 4.3

西武信用金庫 東京都中野区中野2-29-10 170 4.2

ナスクリエート㈱ 東京都中央区日本橋3-8-4 137 3.4

牧　野　弘　和 千葉県習志野市 120 3.0

吉　井　一　雄 群馬県前橋市 108 2.7

日油㈱ 東京都渋谷区恵比寿4-20-3 100 2.5

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町2-2-1 95 2.4

三井住友海上火災保険㈱ 東京都千代田区神田駿河台3-9 95 2.4

計 ― 2,525 62.6
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式
(自己株式等)

― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式
(自己株式等)

(自己保有株式)
 普通株式 24,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式 3,979,000
 

 

3,979 ―

単元未満株式  普通株式 29,000
 

 

―
一単元(1,000株)未満の
株式

発行済株式総数  4,032,000
 

 

― ―

総株主の議決権 ― 3,979 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式421株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式
数の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
　細谷火工株式会社

東京都あきる野市菅生1847 24,000 ― 24,000 0.6

計 ― 24,000 ― 24,000 0.6
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得               
 

　
　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 160 54

当期間における取得自己株式 ― ―
 

(注)　当期間における取得自己株式には、平成26年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を
行った取得自己株式

― ―
 
―

 
―

消却の処分を行った取得
自己株式

― ―
 
―

 
―

合併、株式交換、会社分
割に係る移転を行った取
得自己株式

― ―
 
―

 
―

その他 ― ―
 
―

 
―

保有自己株式数 24,421 ― 24,421 ―
 

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成26年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

利益配分に関する基本方針

当社の利益配分に関する基本方針は、株主の皆様への長期的利益還元を重要な課題とし、毎年収益力を高めること

により、安定的な配当ができるよう目指しており、年１回の期末配当を行う所存でおります。

近年業界を取り巻く環境は依然厳しい状況の中、売上高を伸ばすには民間向け火工品等の新規開発が急務であると

ともに、それに対応する設備投資や新規製品の開発費などに資金が必要であります。

株主の皆様のご理解により計画以上の収益を確保することができたことで、当期の配当につきましては１株当たり

６円とさせていただきます。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りです。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成26年６月25日
定時株主総会

24 ６
 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高(円) 600 395 286 369 455

最低(円) 355 260 192 216 298
 

（注） 最高・最低株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年４月１日

から平成22年10月11日までは大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであり、平成22年10月12日から

平成25年７月15日までは大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであり、平成25年７月16日

以降は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別
平成25年
10月

11月 12月
平成26年
１月

２月 ３月

最高(円) 340 340 348 409 407 411

最低(円) 311 318 328 340 352 372
 

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

― 細　谷　穰　志 昭和34年３月19日生

昭和58年６月 当社入社

(注)４ 15

平成２年２月 ㈱ホソヤエンタープライズ常務取
締役

平成４年12月 ㈱ホソヤエンタープライズ代表取
締役

平成18年６月 当社取締役

平成19年１月 取締役営業担当

平成19年６月 取締役東京営業所長

平成19年８月 取締役東京営業所長兼財務担当

平成20年６月 ㈱ホソヤエンタープライズ取締役
(現)

平成20年８月 当社取締役東京営業所長兼財務、
総務担当

平成20年10月 専務取締役東京営業所長兼財務、
総務、内部統制担当

平成21年４月 専務取締役東京営業所長兼総務、
内部統制担当

平成22年６月

 
平成25年６月

専務取締役東京営業所長兼総務、
財務、内部統制担当
代表取締役社長に就任(現)

常務取締役 ― 古　山　雄　一 昭和34年３月４日生

昭和56年４月 当社入社

(注)４ ６

平成15年12月 品質保証部長

平成18年４月 資材部長

平成19年６月 取締役資材部長

平成20年４月 取締役技術兼内部統制担当

平成20年10月 取締役工場長兼技術開発センター
長

平成21年８月 取締役工場長

平成22年６月
平成25年６月

取締役工場統括
常務取締役（工場統括、内部統制
担当）に就任(現)

取締役 ― 島　井　武四郎 昭和28年８月13日生

昭和47年４月
平成４年６月
平成６年５月
平成７年７月
平成９年７月
平成15年６月
平成17年６月
平成19年１月
平成19年８月
平成20年４月
平成20年10月
平成25年６月

当社入社
工場次長
製造部長
品質保証部長
営業部長
取締役東京営業所長
常務取締役
常務取締役工場長
常務取締役工場長兼技術担当
常務取締役工場長
代表取締役
取締役（技術開発担当）に就任
(現)

(注)４ 18

取締役 ― 伏　木　良　雄 昭和22年10月15日生

平成12年４月 ダイヤ監査法人代表社員

(注)４ ―
平成21年７月 ダイヤ監査法人解散、伏木公認会

計士事務所所長(現)
平成22年６月 当社取締役に就任(現)

監査役
（常勤）

― 古　賀　裕　基 昭和24年10月18日生

昭和52年11月 当社入社

(注)５ ２

平成７年７月 総務部長

平成９年７月 品質保証部長

平成21年４月 資材部長

平成26年６月 常勤監査役に就任(現）

監査役 ― 志　村　　　実 昭和32年6月15日生

昭和58年４月 志村電設㈱入社　取締役就任

(注)６ 175平成４年１月 志村電設㈱代表取締役社長(現)

平成14年６月 監査役に就任(現）

監査役 ― 安　藤　隆　允 昭和19年９月15日生

昭和51年11月 防衛庁調達実施本部入庁(現防衛
省装備施設本部）

(注)５ ―

平成15年８月 防衛庁退官

平成15年８月 公認会計士開業登録

平成17年９月 税理士開業登録

平成22年５月 安藤公認会計士事務所所長(現)

平成22年６月 監査役に就任(現)

計 216
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(注) １　取締役伏木良雄は、社外取締役であります。

２　監査役志村実は、社外監査役であります。

３　監査役安藤隆允は、社外監査役であります。

４　取締役の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

５　監査役の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

６　監査役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

７　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２名を選任しております。補

欠監査役の略歴は次のとおりであります。
 

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

恩　　田　　敏　　男 昭和29年３月19日生

平成２年９月 当社入社

（注） ―
平成17年４月 営業部長

平成25年４月 製造部長

平成26年４月 技術部長(現)

竹 　谷　 智 　行 昭和28年11月２日生

昭和59年４月 弁護士登録

(注) ―
平成３年４月 竹谷法律事務所入所

平成13年６月 株式会社SRA監査役(現)

平成18年６月
株式会社SRAホールディングス監査役

(現)
 

(注)　補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。

 

EDINET提出書類

細谷火工株式会社(E00850)

有価証券報告書

21/64



 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

当社における企業統治の体制は、経営の効率性及び透明性を高め、安全かつ健全なる事業活動を通じ企業価値

を最大化することをコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。

　この企業統治を維持し信頼性を継続的に得るために、内部統制体制の充実と企業行動に関する制度整備の要請

から、企業統治の体制として監査役会を設置し会計監査人を選任するとともに、社外取締役１名及び社外監査役

２名を確保し実効性のある事業活動を展開しております。

　当社は、社外取締役及び社外監査役との間で会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。

　当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、同法第425条第１項に規定する最低

限度額を損害賠償責任の限度としております。

 

会社の機関・内部統制関係図
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②　内部監査及び監査役監査

当社の内部監査は、実質的に社長直属の内部統制グループ３名により監査しております。

監査役監査は、監査役１名と非常勤監査役２名が会計監査人とコミュニケーションをはかり、連携を密にして

監査を実施しております。

　なお、内部統制グループは、内部統制マネジメントシステムの要求事項に適合しているか、業務プロセスご

と、年間を通じて評価することでリスクの予防と組織内の相互監視体制をとっております。

③　社外取締役および社外監査役

当社は、社外取締役１名を選任しております。

　社外取締役伏木良雄氏は、公認会計士として、長年に亘り当社の会計監査に携わり、当社の経営状況を熟知し

ていることや、専門的な知識を生かした独立的な立場で経営に参加しております。なお、当社との間に意思決定

に影響を与える人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

社外取締役の選任は、経営に外部の視点を取り入れ、業務執行に対する強化を図ることを目的としておりま

す。これにより、取締役会の意思決定と監督機能を強化し、経営の更なる透明化を図ります。

当社は、社外監査役２名を選任しております。

社外監査役志村実氏は、以前より当社の非常勤監査役として監査業務経験が豊富であることや、経営者として

の知見や経験を有しており、社外監査役として独立的な立場で公正な監査をしております。なお、当社との間に

意思決定に影響を与える人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

　社外監査役安藤隆允氏は、公認会計士として財務及び会計に関する相当の知見を有しており、社外監査役とし

て独立的な立場で公正な監査をしております。なお、当社との間に意思決定に影響を与える人的関係、資本的関

係又は取引関係その他の利害関係はありません。

また、安藤隆允氏は、金融商品取引所の定めに基づき届け出た独立役員であります。

社外監査役は、独立的な立場で経営監視機能を確保するために選任しております。

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針はないものの、選任にあ

たっては、東京証券取引所における独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしております。

④　補欠監査役

当社は、監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役２名を選任しております。

恩田敏男氏は、その経歴を通じて培った高い見識と幅広い経験を活かして客観的かつ公正な立場で監査できる

と期待し、補欠監査役として選任しております。なお、恩田敏男氏が監査役として就任される場合は、事前に当

社を退職いたします。

竹谷智行氏は、弁護士として法律についての専門的な知識と経験に基づき、客観的かつ公正な立場に立って経

営の監視監督ができると期待し、補欠監査役として選任しております。

なお、竹谷智行氏は、東京証券取引所の定める独立役員としての要件を満たしております。
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⑤　役員の報酬等

　イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分

報酬等の

総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（名）基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役を除く）

41,990 32,970 ― 2,800 6,220 ３

監査役
（社外監査役を除く）

7,011 6,000 ― 500 511 ２

社外役員 5,460 5,040 ― 420 ― ３
 

　ロ　提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

使用人兼務役員は存在しないため、記載しておりません。

　ニ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は、役員報酬等の額の決定に関する方針を取締役規定及び監査役規定に定めており、その内容は株主総会

において決定された報酬総額の限度内において、類似法人の支給状況、会社業績等を勘案し、取締役会及び監査

役会の協議をもとに社長が決定しております。

⑥　株式の保有状況

　イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式　

　銘柄数　　　　　　　　　　　３　銘柄　

　貸借対照表計上額の合計額 119,943千円

　ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

(前事業年度)

　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

日油(株) 106,000 48,760
円滑な取引関係を維持する
ために取得後継続保有

ミネベア(株) 37,480 11,881
円滑な取引関係を維持する
ために取得後継続保有

(株)りそなホールディングス 10,000 4,880
円滑な取引関係を維持する
ために取得後継続保有

 

(当事業年度)

　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

日油(株) 106,000 79,182
円滑な取引関係を維持する
ために取得後継続保有

ミネベア(株) 38,966 35,771
円滑な取引関係を維持する
ために取得後継続保有

(株)りそなホールディングス 10,000 4,990
円滑な取引関係を維持する
ために取得後継続保有
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　ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

（単位：千円）

 

前事業年度
（平成25年３
月31日）

当事業年度
（平成26年３月31日）

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 ― ― ― ― ―

非上場株式以外の株式 1,767 1,811 53 ― 983
 

⑦　会計監査の状況

当社の監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。

　江畑公認会計士事務所　　公認会計士　江畑幸雄

　一井公認会計士事務所　　公認会計士　一井　正

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士１名です。

当社の監査業務に従事する公認会計士３名は、長年にわたり監査証明業務を行っております。監査意見の表明

前に、当社の監査に従事していない公認会計士の審査を受けております。

⑧　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

⑨　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議については、累積投票によらない

ものとする旨を定款に定めております。

⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を持って行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものです。

⑪　自己株式の取得

当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行するこ

とを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の

株式を取得することができる旨を定款で定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士に対する報酬の内容】

区分

前事業年度
（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 10,476 ― 10,476 ―

計 10,476 ― 10,476 ―
 

 

②【その他重要な報酬の内容】

前事業年度（自　平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

　当事業年度（自　平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度（自　平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

監査報酬につきましては、監査業務の時間数等を考慮して、監査公認会計士と協議の上、代表取締役が監査役

会の同意を得て決定する方針としております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第

61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日ま

で)の財務諸表について、公認会計士江畑幸雄及び公認会計士一井正により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。

 

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を

整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。

 

１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 599,562 719,861

  受取手形 ※2  18,811 17,082

  売掛金 294,229 258,023

  商品及び製品 28,468 43,001

  仕掛品 113,764 79,884

  原材料及び貯蔵品 167,988 136,537

  前払費用 7,921 6,742

  繰延税金資産 19,771 16,804

  未収入金 2,125 2,178

  その他 2,776 2,606

  流動資産合計 1,255,419 1,282,723

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 1,544,963 1,545,846

    減価償却累計額 △1,204,029 △1,221,683

    建物（純額） ※1  340,933 ※1  324,162

   構築物 414,267 416,064

    減価償却累計額 △351,466 △358,599

    構築物（純額） 62,800 57,464

   機械及び装置 261,799 266,663

    減価償却累計額 △216,174 △229,356

    機械及び装置（純額） 45,625 37,307

   車両運搬具 27,071 27,828

    減価償却累計額 △25,624 △24,435

    車両運搬具（純額） 1,446 3,393

   工具、器具及び備品 142,164 168,951

    減価償却累計額 △125,527 △140,246

    工具、器具及び備品（純額） 16,637 28,704

   土地 ※1  1,023,935 ※1  1,040,192

   リース資産 7,296 6,102

    減価償却累計額 △5,412 △1,881

    リース資産（純額） 1,883 4,221

   建設仮勘定 5,000 23,186

   有形固定資産合計 1,498,263 1,518,633
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

  無形固定資産   

   借地権 33,451 33,451

   ソフトウエア 1,905 4,895

   その他 10,883 10,137

   無形固定資産合計 46,240 48,483

  投資その他の資産   

   投資有価証券 67,288 121,754

   出資金 3,125 3,125

   繰延税金資産 37,136 20,522

   差入保証金 940 940

   投資その他の資産合計 108,489 146,342

  固定資産合計 1,652,993 1,713,459

 資産合計 2,908,413 2,996,183

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 62,792 55,601

  短期借入金 ※1  450,000 ※1  500,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※1  59,968 ※1  49,030

  リース債務 1,047 1,224

  未払金 39,239 48,848

  未払費用 27,285 27,735

  未払法人税等 54,701 21,949

  未払消費税等 20,549 13,996

  前受金 12,835 10,036

  預り金 40,949 42,251

  賞与引当金 37,485 38,610

  その他 943 1,033

  流動負債合計 807,798 810,317

 固定負債   

  長期借入金 ※1  63,374 ※1  52,308

  リース債務 979 3,207

  退職給付引当金 69,890 73,314

  役員退職慰労引当金 35,229 41,262

  製品保証引当金 3,942 2,549

  長期預り保証金 58,139 58,139

  長期預り金 92,205 61,274

  資産除去債務 8,910 9,342

  固定負債合計 332,671 301,397

 負債合計 1,140,469 1,111,715
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 201,600 201,600

  資本剰余金   

   資本準備金 18,121 18,121

   資本剰余金合計 18,121 18,121

  利益剰余金   

   利益準備金 50,400 50,400

   その他利益剰余金   

    別途積立金 1,250,000 1,260,000

    繰越利益剰余金 245,240 317,229

   利益剰余金合計 1,545,640 1,627,629

  自己株式 △11,077 △11,131

  株主資本合計 1,754,284 1,836,219

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 13,658 48,249

  評価・換算差額等合計 13,658 48,249

 純資産合計 1,767,943 1,884,468

負債純資産合計 2,908,413 2,996,183
 

 

 

EDINET提出書類

細谷火工株式会社(E00850)

有価証券報告書

30/64



②【損益計算書】

 

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高   

 製品売上高 1,364,168 1,432,298

 賃貸売上高 138,957 149,738

 売上高合計 1,503,125 1,582,036

売上原価   

 製品売上原価   

  製品期首たな卸高 14,259 28,468

  当期製品仕入高 15,923 22,225

  当期製品製造原価 999,549 1,065,314

  合計 1,029,733 1,116,008

  たな卸資産評価損 684 52

  製品期末たな卸高 28,468 43,001

  差引 1,000,580 1,072,954

 不動産賃貸原価 46,048 52,077

 売上原価合計 1,046,628 1,125,032

売上総利益 456,496 457,003

販売費及び一般管理費   

 発送費 8,734 10,520

 製品保証引当金繰入額 - 1,701

 製品保証引当金戻入額 △6,413 -

 役員報酬 40,930 47,730

 従業員給料 74,077 75,879

 福利厚生費 22,081 28,754

 賞与引当金繰入額 15,156 24,757

 退職給付引当金繰入額 3,306 2,465

 役員退職慰労引当金繰入額 6,345 6,732

 旅費及び交通費 7,520 8,802

 通信費 3,229 3,633

 事務用消耗品費 4,607 8,320

 租税公課 4,552 4,453

 賃借料 3,471 3,281

 修繕費 1,257 5,579

 交際費 2,618 2,566

 広告宣伝費 1,036 5,026

 支払手数料 26,079 24,883

 研究開発費 ※1  2,813 ※1  12,870

 減価償却費 4,821 3,217

 その他 3,700 9,897

 販売費及び一般管理費合計 229,929 291,076

営業利益 226,567 165,927
 

 

EDINET提出書類

細谷火工株式会社(E00850)

有価証券報告書

31/64



 

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業外収益   

 受取利息 1 2

 受取配当金 1,700 1,822

 雑収入 1,980 3,991

 営業外収益合計 3,682 5,816

営業外費用   

 支払利息 6,526 5,351

 休止固定資産関係費用 4,068 3,767

 雑損失 308 2

 営業外費用合計 10,904 9,121

経常利益 219,346 162,622

特別利益   

 固定資産売却益 ※2  29 -

 特別利益合計 29 -

特別損失   

 固定資産除却損 ※3  860 ※3  352

 特別損失合計 860 352

税引前当期純利益 218,516 162,270

法人税、住民税及び事業税 83,646 59,816

法人税等調整額 754 425

法人税等合計 84,400 60,242

当期純利益 134,116 102,027
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【製造原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  445,228 42.9 415,660 39.1

Ⅱ　労務費  329,168 31.7 351,074 33.0

Ⅲ　経費 ※１ 264,029 25.4 297,413 27.9

　　当期総製造費用  1,038,426 100.0 1,064,147 100.0

　　仕掛品期首棚卸高  88,002  113,764  

合計  1,126,429  1,177,912  

　　仕掛品期末棚卸高  113,764  79,884  

　　他勘定振替高 ※２ 13,114  32,713  

　　当期製品製造原価  999,549
 
 

1,065,314
 
 

 

 

(原価計算の方法)

原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

 

※１ 主な内訳は次のとおりです。

項目
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

外注加工費 122,837千円 146,895千円

減価償却費 42,207千円 44,336千円
 

 

※２ 他勘定振替高の内容は、次のとおりです。

項目
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

販売費及び一般管理費中の研究開発
費

2,813千円 12,870千円

販売費及び一般管理費中の製品保証
引当金繰入額

1,922千円 2,249千円

販売費及び一般管理費中の広告宣伝
費

―千円 522千円

製造原価中の仕損費 9,063千円 4,818千円

製造原価中の改良費 ―千円 12,304千円

たな卸資産評価損 △684千円 △52千円

合計 13,114千円 32,713千円
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【不動産賃貸原価明細書】

 

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

区分 金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　減価償却費 15,282 33.2 17,620 33.9

Ⅱ　租税公課 9,670 21.0 10,100 19.4

Ⅲ　その他諸費用 21,095 45.8 24,356 46.7

合計 46,048 100.0 52,077 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年４月１日　至 平成25年３月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 201,600 18,121 18,121 50,400 1,240,000 141,168 1,431,568

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

別途積立金の積立 　 　 　 　 10,000 △10,000 ―

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △20,043 △20,043

当期純利益 　 　 　 　 　 134,116 134,116

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― 10,000 104,072 114,072

当期末残高 201,600 18,121 18,121 50,400 1,250,000 245,240 1,545,640
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △10,855 1,640,434 9,693 9,693 1,650,127

当期変動額 　 　 　 　 　

別途積立金の積立 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △20,043 　 　 △20,043

当期純利益 　 134,116 　 　 134,116

自己株式の取得 △222 △222 　 　 △222

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 3,965 3,965 3,965

当期変動額合計 △222 113,850 3,965 3,965 117,815

当期末残高 △11,077 1,754,284 13,658 13,658 1,767,943
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 当事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 201,600 18,121 18,121 50,400 1,250,000 245,240 1,545,640

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

別途積立金の積立 　 　 　 　 10,000 △10,000 ―

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △20,038 △20,038

当期純利益 　 　 　 　 　 102,027 102,027

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― 10,000 71,988 81,988

当期末残高 201,000 18,121 18,121 50,400 1,260,000 317,229 1,627,629
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △11,077 1,754,284 13,658 13,658 1,767,943

当期変動額 　 　 　 　 　

別途積立金の積立 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △20,038 　 　 △20,038

当期純利益 　 102,027 　 　 102,027

自己株式の取得 △54 △54 　 　 △54

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 34,590 34,590 34,590

当期変動額合計 △54 81,934 34,590 34,590 116,524

当期末残高 △11,131 1,836,219 48,249 48,249 1,884,468
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④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 218,516 162,270

 減価償却費 63,020 65,583

 受取利息及び受取配当金 △1,702 △1,824

 支払利息 6,526 5,351

 有形固定資産除却損 860 352

 有形固定資産売却損益（△は益） △29 -

 売上債権の増減額（△は増加） 81,024 35,134

 たな卸資産の増減額（△は増加） △63,627 50,798

 仕入債務の増減額（△は減少） 26,746 △7,190

 賞与引当金の増減額（△は減少） △71 1,124

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,345 6,032

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,942 3,423

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △9,393 △1,393

 未払消費税等の増減額（△は減少） △841 △6,553

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △682 1,205

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 3,981 △2,070

 小計 333,614 312,243

 利息及び配当金の受取額 1,702 1,824

 利息の支払額 △5,718 △4,966

 法人税等の支払額 △85,015 △92,425

 営業活動によるキャッシュ・フロー 244,583 216,676

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △70,960 △66,858

 有形固定資産の売却による収入 30 -

 無形固定資産の取得による支出 - △4,332

 投資有価証券の取得による支出 △703 △721

 その他の支出 △256 △12

 投資活動によるキャッシュ・フロー △71,891 △71,924

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 450,000 500,000

 短期借入金の返済による支出 △400,000 △450,000

 長期借入れによる収入 50,000 70,000

 長期借入金の返済による支出 △51,648 △92,004

 リース債務の返済による支出 △1,936 △1,288

 配当金の支払額 △19,949 △20,174

 建設協力金の返還による支出 △30,931 △30,931

 その他の支出 △722 △54

 財務活動によるキャッシュ・フロー △5,187 △24,452

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 167,504 120,299

現金及び現金同等物の期首残高 432,057 599,562

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  599,562 ※1  719,861
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法　

　　その他有価証券　

　　　時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法　

　　商品及び製品、仕掛品

　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　　原材料及び貯蔵品　

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

３　固定資産の減価償却の方法　

　　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法によっております。

　なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却をしております。

　　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

４　引当金の計上基準　

　　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務から中小企業退職金共済からの給付見込額

を控除した額を計上しております。

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算には、簡便法を適用しております。

　　役員退職慰労引当金

　役員の退職金支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　　製品保証引当金

　製品クレーム費用等の支出に備えるため、過年度の保証実績を基礎に将来の保証見込を加味して、翌期以降保証

期間内の費用見積額を計上しております。

 

５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

 

６　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理
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　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 
(表示方法の変更）

(退職給付関係)

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を当事業年度より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67

項本文に掲げられた定めを除く。）、(退職給付関係)注記の表示方法を変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、(退職給

付関係）の注記の組替えは行っておりません。

 

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。
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(貸借対照表関係)

※１　担保提供資産の状況は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

土地 617,577千円 617,577千円

建物 117,863千円 111,017千円

計 735,440千円 728,595千円
 

 

　　　上記に対応する債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

短期借入金 250,000千円 400,000千円

１年以内返済予定の長期借入
金

59,968千円 49,030千円

長期借入金 63,374千円 52,308千円

計 373,342千円 501,338千円
 

 

※２　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　　　なお、前事業年度の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま

す。

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

受取手形 689千円 ―千円
 

 

(損益計算書関係)

※１　一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

研究開発費 2,813千円 12,870千円
 

 

※２　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

車両運搬具 29千円 ―千円
 

 

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

建物 432千円 338千円

機械装置 399千円 ―千円

車両運搬具 ―千円 0千円

工具、器具及び備品 28千円 14千円

計 860千円 352千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 4,032 ― ― 4,032
 

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 23 ０ ― 24
 

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加974株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 20,043 ５ 平成24年３月31日 平成24年６月27日
 

 

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 20,038 ５ 平成25年３月31日 平成25年６月28日
 

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 4,032 ― ― 4,032
 

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 24 ０　 ― 24
 

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加160株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 20,038 ５ 平成25年３月31日 平成25年６月28日
 

 

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 24,045 ６ 平成26年３月31日 平成26年６月26日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

現金及び預金 599,562千円 719,861千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

―　千円 ― 千円

現金及び現金同等物 599,562千円 719,861千円
 

 

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な流動預金に限定し、必要な資金については銀行等金融機関からの借入によ

り資金を調達しております。借入金の使途は、運転資金（短期と長期）が主であり、金利は固定金利を中心に調達

しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、取引先企業と

の業務等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、２ヶ月以内の支払期日であります。借入金は、主に運転資金と設備投資に必要な資金

の調達を目的としたものであり、返済日は決算日後、最長で４年半後であります。長期預り保証金は、賃貸契約の

保証金として預かっており、契約満了時に一括返済するものであります。長期預り金は、賃貸契約の建設協力金と

して預かっており、毎月の賃料と相殺して返済しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

　① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、固定客が中心で、リスク低減を図っております。

　② 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券は上場株式であり、四半期ごとに時価の把握を行っております。

　③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき、経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を売

上高の３ヶ月強に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することもあります。

（5）信用リスクの集中

当事業年度の決算日現在における営業債権のうち、50％が特定の大口顧客に対するものであります。

 

２　金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　前事業年度(平成25年３月31日)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

           （単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 599,562 599,562 ―

（2）受取手形及び売掛金 313,040 313,040 ―

（3）投資有価証券 67,288 67,288 ―

資産計 979,890 979,890 ―

（1）買掛金 62,792 62,792 ―

（2）短期借入金 450,000 450,000 ―

（3）１年内返済予定の長
期借入金

59,968 59,968 ―

（4）長期借入金 63,374 62,195 △1,178

（5）長期預り保証金 58,139 55,236 △2,903

（6）長期預り金 92,205 100,712 8,506

負債計 786,479 790,904 4,424
 

 

　当事業年度(平成26年３月31日)

           （単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 719,861 719,861 ―

（2）受取手形及び売掛金 275,105 275,105 ―

（3）投資有価証券 121,754 121,754 ―

資産計 1,116,722 1,116,722 ―

（1）買掛金 55,601 55,601 ―

（2）短期借入金 500,000 500,000 ―

（3）１年内返済予定の長
期借入金

49,030 49,030 ―

（4）長期借入金 52,308 52,238 △69

（5）長期預り保証金 58,139 55,674 △2,465

（6）長期預り金 61,274 66,592 5,317

負債計 776,354 779,137 2,783
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（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　　　資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)投資有価証券

投資有価証券の株式の時価については、取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

　　　負債

(1)買掛金、(2)短期借入金、及び(3)１年内返済予定の長期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4)長期借入金

このうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた

め、当該帳簿額によっております。

固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。

(5)長期預り保証金、(6)長期預り金

これらの時価は、元利金の合計額を長期プライムレートの利率で割り引いた現在価値により算定しておりま

す。

　
（注２）金銭債権の決算日以後の償還予定額

前事業年度(平成25年３月31日)
        （単位：千円）

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び預金 599,562 ― ― ―

受取手形及び売掛金 313,040 ― ― ―

合計 912,602 ― ― ―
 

当事業年度(平成26年３月31日)
        （単位：千円）

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び預金 719,861 ― ― ―

受取手形及び売掛金 275,105 ― ― ―

合計 994,967 ― ― ―
 

　
（注３） 短期借入金、長期借入金及び長期預り金の返済予定額（１年以内の返済予定額も含む）

前事業年度(平成25年３月31日)
            （単位：千円）

 1年以内
1年超　　
2年以内

2年超　　
3年以内

3年超　　
4年以内

4年超　　
5年以内

5年超

短期借入金 450,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 59,968 51,678 11,696 ― ― ―

長期預り金 30,931 30,931 30,931 24,197 6,146 ―

合計 540,899 82,609 42,627 24,197 6,146 ―
 

当事業年度(平成26年３月31日)
            （単位：千円）

 1年以内
1年超　　
2年以内

2年超　　
3年以内

3年超　　
4年以内

4年超　　
5年以内

5年超

短期借入金 500,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 49,030 17,288 13,992 13,992 7,036 ―

長期預り金 30,931 30,931 24,197 6,146 ― ―

合計 579,961 48,219 38,189 20,138 7,036 ―
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(有価証券関係)

前事業年度（平成25年３月31日）

（イ）その他有価証券で時価のあるもの

          （単位：千円）

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
株式 55,407 32,666 22,741

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
株式 11,881 13,400 △1,519

合計 67,288 46,066 21,222
 

(注) 1.　その他有価証券で時価のある株式については、個別銘柄毎に期末日の市場価格等の時価水準を把握し、時価

が取得原価に対して50％以上下落している銘柄は、減損処理を行うことにしております。

2.　下落率が30％から50％未満の株式銘柄については、個別に減損処理の必要性を検討することにしておりま

す。

 

（ロ）当事業年度中に売却したその他有価証券

該当するものはありません。

 

（ハ）減損処理を行った有価証券

該当するものはありません。

 

当事業年度（平成26年３月31日）

（イ）その他有価証券で時価のあるもの

          （単位：千円）

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
株式 121,754 46,787 74,967

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
株式 ― ― ―

合計 121,754 46,787 74,967
 

(注) 1.　その他有価証券で時価のある株式については、個別銘柄毎に期末日の市場価格等の時価水準を把握し、時価

が取得原価に対して50％以上下落している銘柄は、減損処理を行うことにしております。

2.　下落率が30％から50％未満の株式銘柄については、個別に減損処理の必要性を検討することにしておりま

す。

 

（ロ）当事業年度中に売却したその他有価証券

該当するものはありません。

 

（ハ）減損処理を行った有価証券

該当するものはありません。

 

(デリバティブ取引関係)

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１. 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けており、給付額の一部を中小企業退職金共済制度からの

給付額で充当しております。

 

２. 退職給付債務に関する事項

          （単位：千円）

(1) 退職給付債務 192,776

(2) 中小企業退職金共済制度給付見込額 122,885

(3) 退職給付引当金 69,890
 

 

３. 退職給付費用の内訳

          （単位：千円）

(1) 勤務費用 16,059

(2) 合計 16,059
 

 

 
当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けており、給付額の一部を中小企業退職金共済制度からの

給付額で充当しております。

なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

　

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 69,890 千円

退職給付費用 15,463 〃

退職給付の支払額 △1,561 〃

制度への拠出額 △10,479 〃

退職給付引当金の期末残高 73,314 〃
 

　

(2) 退職給付債務及び中小企業退職金共済制度給付見込額の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調

整表

退職給付債務 204,653 千円

中小企業退職金共済制度給付見込額 △131,339 〃

退職給付引当金 73,314 〃
 

　

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 15,463 千円
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)

当事業年度

(平成26年３月31日)

(1) 流動資産     

　　未払事業税 3,612千円 1,525千円

　　賞与引当金 13,924千円 13,456千円

　　未払賞与社会保険料 1,973千円 1,802千円

　　たな卸資産評価損 260千円 18千円

　　　　計 19,771千円 16,804千円

(2) 固定資産     

　　固定資産の減価償却 29千円 24千円

　　退職給付引当金 25,050千円 25,784千円

　　役員退職慰労引当金 12,555千円 14,705千円

　　製品保証引当金 1,452千円 908千円

　　資産除去債務 3,175千円 3,329千円

　　電話加入権評価損 630千円 630千円

　　投資有価証券評価損 2,425千円 ―千円

　　繰延税金負債(固定)との相殺 △8,182千円 △24,860千円

　　　　計 37,136千円 20,522千円

　　評価性引当金 ―千円 ―千円

　　繰延税金資産合計 56,908千円 37,327千円
 

(繰延税金負債)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)

当事業年度

(平成26年３月31日)

固定負債     

その他有価証券評価差額金 △7,563千円 △24,292千円

建物（資産除去債務） △619千円 △567千円

繰延税金資産(固定)との相殺 8,182千円 24,860千円

繰延税金負債合計 ―千円 ―千円
 

     

差引：繰延税金資産純額 56,908千円 37,327千円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以後に開始する事業

年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につ

いて、前事業年度の38.01％から35.64％に変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が1,403千円減少し、当事業年度に計

上された法人税等調整額が1,403千円増加しております。

 

(資産除去債務関係)

当事業年度におきましては、金額的重要性が低いため注記を省略しております。
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(賃貸等不動産関係)

当社では、東京都において大型商業店舗、大型実験棟を有し賃貸しております。

平成25年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は92,908千円（賃貸収入は売上に、賃貸費用は賃貸

原価に計上）であります。

平成26年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は97,660千円（賃貸収入は売上に、賃貸費用は賃貸

原価に計上）であります。

賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は次のとおりであります。

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

貸借対照表計上額

期首残高 534,660 521,203

期中増減額 △13,457 9,715

期末残高 521,203 530,918

期末時価 933,790 962,163
 

　（注）1　貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

  2　期中増減額のうち、前事業年度の減少は減価償却費であります。

当事業年度の増加は、賃貸用の土地・建物の取得（22,727千円）であり、減少は減価償却費（13,012千

円）であります。

　 3 時価の算定方法　

　　　前事業年度末の時価は、直近の「不動産鑑定評価基準」に則り社外の不動産鑑定士が算定した金額に対し

て、指標等を用いて時点修正を行うことにより算定した金額であります。なお、時点修正による時価の算定

は、社外の不動産鑑定士が行っております。

　 　当事業年度末の時価は、直近の社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価書」に基づいて自社で算定し

た金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

 

 

 

(セグメント情報等）

 【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　　(1)　報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、業種別のセグメントから構成されており、「火工品事業」、「賃貸事業」の２つの報告セグメントと

しております。

　　(2)　各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「火工品事業」は、火工品の製造・販売及び火工品の評価試験を事業としております。

「賃貸事業」は、大型商業店舗、大型実験棟や火薬庫の施設を賃貸しております。

 

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一でありま

す。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

            （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
火工品事業 賃貸事業 計

売上高     

　外部顧客への売上高 1,364,168 138,957 1,503,125 1,503,125

　セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ― ―

　計 1,364,168 138,957 1,503,125 1,503,125

セグメント利益 171,152 83,635 254,787 254,787

セグメント資産 1,687,811 542,023 2,229,835 2,229,835

その他の項目     

　減価償却費 43,564 15,282 58,847 58,847

　有形固定資産及び無形固定資産の増加額 11,413 28,730 40,144 40,144
 

 

当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

            （単位：千円）

 
報告セグメント

合計
火工品事業 賃貸事業 計

売上高     

　外部顧客への売上高 1,432,298 149,738 1,582,036 1,582,036

　セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ― ―

　計 1,432,298 149,738 1,582,036 1,582,036

セグメント利益 113,027 86,125 199,153 199,153

セグメント資産 1,573,280 564,252 2,137,533 2,137,533

その他の項目     

　減価償却費 45,552 17,620 63,173 63,173

　有形固定資産及び無形固定資産の増加額 51,999 28,933 80,932 80,932
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４　報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

  (単位：千円)

利益 前事業年度 当事業年度

報告セグメント計 254,787 199,153

全社費用(注) △28,220 △33,226

財務諸表の営業利益 226,567 165,927
 

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
 

  (単位：千円)

資産 前事業年度 当事業年度

報告セグメント計 2,229,835 2,137,533

全社資産(注) 678,578 858,649

財務諸表の資産合計 2,908,413 2,996,183
 

(注) 全社資産は、主に当社での余資運用資産（現金及び預金）、長期投資資産（投資有価証券）及び管理部門に係

る資産等であります。
 

   (単位：千円)

その他の項目

報告セグメント計 調整額 財務諸表計上額

前事業年度 当事業年度 前事業年度 当事業年度 前事業年度 当事業年度

減価償却費 58,847 63,173 4,172 2,409 63,020 65,583

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

40,144 80,932 ― 7,751 40,144 88,684
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【関連情報】

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

　２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えているため、記載を省略しております。

　　(2)　有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３　主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

防衛省 723,233 火工品

ミネベア（株） 219,782 火工品及び賃貸
 

 

当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

　２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えているため、記載を省略しております。

　　(2)　有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３　主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

防衛省 725,838 火工品

ミネベア（株） 278,387 火工品及び賃貸
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項ありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項ありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項ありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

関連当事者との取引

関連当事者との間における重要な取引がないため、記載を省略しております。

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

関連当事者との取引

関連当事者との間における重要な取引がないため、記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 441.13円 470.23円

１株当たり当期純利益金額 33.46円 25.46円
 

(注)　１.当社は潜在株式がありませんので、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を記載しておりません。

２.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益(千円) 134,116 102,027

 普通株式に係る当期純利益(千円) 134,116 102,027

 普通株式の期中平均株式数(千株) 4,008 4,007
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

　建物 1,544,963 9,240 8,357 1,545,846 1,221,683 25,673 324,162

　構築物 414,267 1,797 ― 416,064 358,599 7,132 57,464

　機械及び装置 261,799 4,864 ― 266,663 229,356 13,181 37,307

　車両運搬具 27,071 3,216 2,460 27,828 24,435 1,270 3,393

　工具、器具及び備品 142,164 27,136 350 168,951 140,246 15,055 28,704

　土地 1,023,935 16,257 ― 1,040,192 ― ― 1,040,192

　リース資産 7,296 3,654 4,848 6,102 1,881 1,181 4,221

　建設仮勘定 5,000 22,722 4,536 23,186 ― ― 23,186

有形固定資産計 3,426,499 88,888 20,552 3,494,835 1,976,202 63,494 1,518,633

無形固定資産        

　借地権 33,451 ― ― 33,451 ― ― 33,451

　ソフトウェア 6,750 4,332 1,700 9,382 4,487 1,343 4,895

　その他 32,155 ― ― 32,155 22,017 745 10,137

無形固定資産計 72,356 4,332 1,700 74,988 26,504 2,088 48,483

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―
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【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 450,000 500,000 0.761 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 59,968 49,030 1.085 ―

１年以内に返済予定のリース債務 1,047 1,224 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

63,374 52,308 1.005
平成27年７月20日～
平成30年９月20日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

979 3,207 ―
平成30年３月13日～
平成30年９月30日

その他有利子負債     

１年以内に返済予定の長期預り
金

30,931 30,931 1.569 ―

長期預り金(１年以内に返済予定
のものを除く)

92,205 61,274 1.255
平成28年９月30日～
平成29年８月31日

合計 698,504 697,975 ― ―
 

(注) １　「平均利率」については、借入金、預り金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。リース債

務は、資産総額が重要性に乏しいため、リース料総額から利息相当額の合理的な見積額を控除しない方法に

よっております。

２　長期借入金、リース債務並びに長期預り金(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内にお

ける返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 17,288 13,992 13,992 7,036

リース債務 941 941 941 383

長期預り金 30,931 24,197 6,146 ―
 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 37,485 38,610 37,485 ― 38,610

役員退職慰労引当金 35,229 6,732 700 ― 41,262

製品保証引当金 3,942 1,701 3,094 ― 2,549
 

 

【資産除去債務明細表】

　当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末にお

ける負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(1) 資産の部

(流動資産)

イ　現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 1,493

預金  

　当座預金 705,999

　普通預金 12,369

　小計 718,368

計 719,861
 

 

ロ　受取手形

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

みずほ信託銀行(株) 11,951

ライト(株) 2,414

藤倉航装(株) 1,239

川崎重工業(株) 693

みずほファクター(株) 630

つるや(株) 153

計 17,082
 

（注）　みずほ信託銀行(株)、みずほファクター（株）については、電子記録債権であります。

 

(ロ)期日別内訳

 

満期日 金額(千円)

平成26年４月 4,439

平成26年５月 4,358

平成26年６月 6,684

平成26年７月 1,600

計 17,082
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ハ　売掛金

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

防衛省 138,728

日本電気(株) 32,364

環境省 31,647

海上保安庁 13,848

警察庁 10,367

その他 31,067

計 258,023
 

 

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 回収率(％) 滞留期間(日)

当期首残高
　
(千円)

当期発生高
　
(千円)

当期回収高
　
(千円)

当期末残高
　
(千円)

(Ｃ)
×100

(Ａ)+(Ｂ)
 

 

 (Ａ)+(Ｄ)  
 ２  
 (Ｂ)  
 365  

 

 

294,229 1,543,028 1,579,234 258,023 86.0 65.3
 

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

 

ニ　商品及び製品

 

区分 品名 金額(千円)

製品 火工品 43,001

計 43,001
 

 

ホ　仕掛品

 

品名 金額(千円)

火工品 79,884

計 79,884
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ヘ　原材料及び貯蔵品

 

 品名 金額(千円)

原材料

主要材料 39,535

買入部分品 91,957

補助材料ほか 5,044

計 136,537
 

 

(2) 負債の部

(流動負債)

イ　買掛金

 

相手先 金額(千円)

日本物理探鑛(株) 12,027

原田電子工業(株) 10,108

ナスクリエート(株) 8,987

アセック(株) 5,616

日東製罐販売(株) 3,721

その他 15,140

計 55,601
 

 

ロ　短期借入金

 

相手先 金額(千円)

(株)りそな銀行 200,000

西武信用金庫 100,000

(株)みずほ銀行 100,000

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 100,000

計 500,000
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(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高(千円) 258,373 717,590 1,063,329 1,582,036

税引前四半期（当
期）純利益金額(千
円)

49,494 134,043 178,929 162,270

四半期（当期）純利
益金額(千円)

30,427 82,095 109,881 102,027

１株当たり四半期
（当期）純利益金額
(円)

7.59 20.48 27.42 25.46　　　　

 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期
純利益金額又は１株
当たり四半期純損失
金額(△)(円)

7.59 12.89 6.93 △1.96
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 無料

公告掲載方法 官報にて行う

株主に対する特典 該当事項なし
 

(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第62期(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)平成25年６月28日関東財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書

平成25年６月28日関東財務局長に提出。

(3) 四半期報告書及び確認書

① 第63期第１四半期（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）平成25年８月９日関東財務局長に提出。

② 第63期第２四半期（自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日）平成25年11月12日関東財務局長に提出。

③ 第63期第３四半期（自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日）平成26年２月12日関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書

平成25年７月25日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成26年６月26日

細谷火工株式会社

取　締　役　会　　　御中

江畑公認会計士事務所

公認会計士 江　　畑　　幸　　雄
 

 

一井公認会計士事務所

公認会計士 一　　井　　　　　正
 

 

＜財務諸表監査＞

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

細谷火工株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表

について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査

を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、私た

ちの判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私たちは、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、細谷火工株

式会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

私たちは、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、細谷火工株式会社の平成26年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す

ることにある。私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠し

て内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、私たちに内部統制報告書に重要な虚偽表示がない

かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めて

いる。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、私たちの判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結

果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

私たちは、細谷火工株式会社が平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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